
岩倉市物価高騰生活応援防災対策費等補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、災害時に可能な範囲で住み慣れた自宅での避難がで

きるよう、防災対策を講じる市民に対し、補助金を交付することで物価

高騰に対する生活支援を行うとともに、市民の備えるという防災意識の

向上を図るため、予算の範囲内で交付する岩倉市物価高騰生活応援防災

対策費等補助金（以下「補助金」という。）に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1) 住居 補助金の交付を受けようする者の住所（岩倉市（以下「市」

という。）の住民基本台帳に記録されている住所に限る。）と同一敷地

内にある建物をいう。 

(2) 防災対策 大規模地震発生時に被害の減少及び避難生活を送る際に

使用することを目的としたもののうち、別表に掲げる防災用品を購入

し、又は設置することをいう 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、

防災対策を実施した者であって、次の各号のいずれにも該当するものと

する。 

(1) 市内に住所を有し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に

基づき、市の住民基本台帳に記録されている者 

(2) 市税等の滞納がない者 

(3) 転売を目的として防災対策を実施していない者 

(4) 防災対策を実施する住居が自ら所有するものでない場合、当該住居

の所有者の同意が得られている者 

(5) 岩倉市暴力団排除条例（平成２４年岩倉市条例第２２号）に規定す

る暴力団員でない者又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有

していない者 

(6) 補助金の交付後に前各号のいずれかに該当しないことが判明した場

合に、補助金を返還することについてあらかじめ同意する者 



（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」

という。）の額に３分の２を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の

端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、５０，０００円を補

助限度額とする。 

２ 補助対象経費は、防災対策の実施に係る費用（防災対策のために購入

し、及び設置した物品が新品である場合に限る。）とする。 

３ 防災対策の種類及び数は、補助限度額の範囲内で制限を設けないもの

とする。 

４ 補助金の交付は、防災対策の種類及び数にかかわらず、補助対象者の

属する世帯につき１回までとする。 

５ 補助対象経費に対し、他の補助金の交付を受けたものは対象外とする。 

 （交付の申請及び実績報告） 

第５条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」とい

う。）は、防災対策を実施した日の属する年度の１２月末日までに、岩倉

市物価高騰生活応援防災対策費等補助金交付申請書兼実績報告書（様式

第１。次条において「交付申請書兼実績報告書」という。）に次に掲げる

書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象経費の領収書その他支払が確認できる書類の写し 

(2) 防災対策のために購入し、及び設置した物品の仕様が分かるカタロ

グ、パンフレット、説明書等の写し 

(3) 防災対策を実施したことが確認できる写真（実施後の写真等） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

 （交付決定の通知） 

第６条 市長は、前条の規定による交付申請書兼実績報告書の提出があっ

たときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助金の交付を決

定し、岩倉市物価高騰生活応援防災対策費等補助金交付決定通知書（様

式第２）により申請者に通知するものとする。 

 （補助金の交付） 

第７条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた申請者（以下「交

付決定者」という。）は、岩倉市物価高騰生活応援防災対策費等補助金交

付請求書（様式第３）に補助金を振り込む口座情報が分かる書類を添え

て、速やかに市長に提出するものとする。 



２ 市長は、前項の請求書に基づき、当該申請者に対し補助金を交付する

ものとする。 

（検査等） 

第８条 市長は、交付決定者に対し、防災対策の仕様に関し、報告を求め、

又は検査をすることができる。 

（交付決定の取消し） 

第９条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当する場合には、

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 第３条並びに第４条第４項及び第５項に規定する要件を満たしてい

ないことが判明したとき。 

(2) 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(3) 第１２条第１項ただし書の規定による市長の承認を受けずに、補助

金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、売却し、貸し付け、

廃棄し、又は担保に供したとき。 

 （補助金の返還） 

第１０条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を

取り消した場合において、既に補助金が交付されているときは、交付決

定者に対し、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

（危険負担） 

第１１条 防災対策の実施の際の作業者の瑕疵及び防災対策の実施後に生

じた問題による損害について、市は、その責を負わない。 

（財産の処分制限） 

第１２条 補助金の交付を受けて購入し、及び設置した防災対策のための

物品（以下「取得物品」という。）は、補助金の交付の日から３年間は、

補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、売却し、貸し付

け、廃棄し、又は担保に供してはならない。ただし、市長がやむを得な

いと認めた場合は、この限りでない。 

２ 市長は、前項ただし書の規定により承認を受けた交付決定者に対し、

当該承認に係る取得物品の処分による収入があったときは、その収入の

全部又は一部を市に納付させることができる。 

（雑則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。 



 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表（第２条関係） 

対象品目 仕様 

感震ブレーカー 

分電盤タイプ（内蔵型） 

分電盤に内蔵されたセンサーが揺れを感知

し、ブレーカーを落として電気を遮断するも

の。（電気工事が必要） 

分電盤タイプ（後付型） 

分電盤に感震機能を外付けするタイプで、漏

電ブレーカーが設置されている場合に設置

可能なもの。（電気工事が必要） 

コンセントタイプ 

コンセントに内蔵されたセンサーが揺れを

感知し、コンセントから電気を遮断するも

の。（電気工事が必要なタイプと、コンセン

トに差し込むだけのタイプ有り） 

簡易タイプ 

ばねの作動や重りの落下によりブレーカー

を落として、電気を遮断するもの。（電気工

事は不要） 

災害用トイレ 
簡易トイレ 

トイレ処理剤 

非常用電源 

ポータブルバッテリー 

定格容量２００Ｗｈ以上のもので、ＡＣ出力

できるもの。 

発電機 

燃料等の消耗品は除く。 

家具転倒防止器具 金具、マット式、ベルト式等 

 


